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本文書は、ＥＤＩＮＥＴ（Electronic Disclosure for Investors’ NETwork）システムを利用
して関東財務局に提出した臨時報告書の記載事項を、ＰＤＦファイルとして作成したものであり

ます。 

ＥＤＩＮＥＴによる提出文書は一部の例外を除きＨＴＭＬファイルとして作成することとされ

ており、当社ではワードプロセッサファイルの元データをＨＴＭＬファイルに変換することによ

り提出文書を作成しております。 

本文書はその変換直前のワードプロセッサファイルを元に作成されたものであります。 
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【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年４月１日 

【会社名】 石油資源開発株式会社 

【英訳名】 Japan Petroleum Exploration Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  棚橋 祐治 

【本店の所在の場所】 東京都品川区東品川二丁目２番20号 

【電話番号】 ０３（５４６１）７３０６ 

【事務連絡者氏名】 総務部文書グループ長  近藤 哉 
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【事務連絡者氏名】 総務部文書グループ長  近藤 哉 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



 

 

 

１【提出理由】 

当社の主要株主に異動がありましたので、証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第４号の規定に基づき、臨時報告書を提出するものです。 

 

 

２【報告内容】 

主要株主の異動 

(１) 当該異動にかかる主要株主の名称 

   主要株主でなくなるもの     石油公団 

 

   主要株主となるもの       経済産業大臣 

 

(２) 当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数及びその総株主の議決権に対する割合 

 異動前所有議決権の数 

（総株主の議決権に対する割合）

異動後所有議決権の数 

（総株主の議決権に対する割合） 

石油公団      285,437個（49.94%）        －個  （   －%） 

経済産業大臣        －個  （   －%）      285,437個（49.94%） 

 

(３) 異動の理由及び年月日 

① 異動の理由 

平成17年４月１日付で当社主要株主である石油公団が解散し、同公団保有の当社株式が、全て国

（経済産業大臣）に承継されたことによるものです。 

 

② 異動年月日 

平成17年４月１日 

 

③ その他 

本報告提出日現在の資本の額  142億8,869万4千円 

 

総株主の議決権の数      571,508個 

 

注） 総株主の議決権に対する割合は、平成16年９月30日現在の総株主の議決権の数 571,508個に基づき算

出しております。当該個数には、証券保管振替機構名義の株式にかかる議決権の数が６個含まれており

ます。 

 

 


